
流政会 行政視察 報告書 
                              報告者  石原 修治 
 

１．日 程   平成２８年１１月７日（月） 
 

２．参加者   森 亮二、坂巻 儀一、青野 直、笠原 久恵、大塚 洋一、近藤 美保、 
        野田 宏規、石原 修治（８名） 
 

３．視察地   東京都江東区 
 

４．調査事項  江東区の開発条例である 
①マンション等の建設に関する条例について 
②マンション建設計画の事前届出書等に関する条例について 

 
１．マンション急増の背景と弊害 
（１） 背 景   
     江東区では、１９８０年代後半から始まったいわゆるバブル経済の中で、土地の価格は

著しく高騰し、さらにその影響は賃貸住宅の家賃にも反映し、都市部への移住を希望しな

がらも都心から離れた地域への転居を余儀なくされた世帯も数多く生ずる事態に至った。 
     １９９０年代初めにはバブル経済が崩壊し、以後、地価の大暴落とともに、銀行や企業

は大量の不良債権を抱える事態が生じ、企業はリストラの一環として保有する土地を放出

し、政府は景気対策として積極的な金融緩和政策を実施、こうしたことから、都心部では

マンション建設に弾みがつき、都心居住を望む人々からマンションは割安感、買い得感を

もって都心回帰現象が生じた。江東区においても、このような現象は例外ではなく、臨海

部、工場跡地、駐車場等、低未利用地の多くがマンション建設に転用されることとなった。 
   ○江東区におけるマンション建設の特徴は、 

ア、一部地域においてマンションが集中的に急増。特に南部地域については、広大な低未

利用地が数多く存在し、そこに大規模マンションが集中的に建設されている。 
イ、購入層が高所得者から３０、４０代のファミリー層に転化。マンション価格の下落や、

都心に近接している利便性の割には比較的安価であることから、３０，４０代のファミ

リー層が主な購入層となっている。 
 
（２） 弊 害 
    ア、人口の一極集中的な急増により地域バランスの崩壊 
      一部地域におけるマンション建設ラッシュにともない、バランスの良い市街地形が阻

害され、特に、そうした地域における小学校、保育園等の公共公益施設の不足 
が深刻である。  

イ、良好な地域コミュニティの弱体化 
一部地域におけるマンションの乱立は、近隣とのトラブルや町会への加入率の低下

を招いており、下町の良さや活力の喪失が危惧される。           
 



２． マンション急増対策の実施 
（１） 基本方針の策定と対応 

ア、平成１４年４月１１日、区の基本方針「急増するマンション対策について」を策定 
指導要綱の全面改正、公共施設への受入等に合わせた建設計画の調整、良好な地域コミ

ュニティの形成、協力金制度の復活等。 
イ、平成１４年４月１５日、旧指導要綱を全面改正し、新指導要綱を制定、平成５年度ま

で求めていた協力金制度を復活し、住宅戸数３０戸以上につき１戸当たり１２５万円の公

共施設整備協力金を業者に要望を開始。 
ウ、平成１４年４月「学校への受入れが困難な地域」として５地域を指定。平成１５年２

月１０日に、２地域を追加。  
    エ、平成１４年４月１７日、受入困難地域においてマンション建設を計画している事業者

に対して、建設の中止、延期要請の申し入れ。 
 
（２） 「マンション建設計画の調整に関する条例」の制定 

ア、マンションの建設計画を規制する条例を制定することが不可欠であると判断、本条例

は平成１５年１２月１５日、区議会において満場一致で可決され、翌平成１６年１月１日

から施行された。 
    イ、本条例は、マンション建設計画に対して、事業者が土地取引等を行う前に調整ができ

る仕組みをつくるとともに、小学校、保育所等への受入れなど、子供たちの教育環境等を

守り、良好な住環境の形成と区民福祉に寄与することを目的としている。条例の２本柱と

して、「土地取引等前の事前届出制」と「小学校などへの受入れが困難な地域の指定」が

あり、小学校等の公共公益施設の整備状況との調整を図りつつ、事業者に対して必要な意

見を通知している。 
 
３． マンション急増対策の効果 

 江東区のマンション急増対策は、顕著な効果を挙げた。区の粘り強い要請、交渉により

事業者は建設計画の中止、延長を余儀なくされ、また多くの計画が他用途へと変更された。

中には、ホームセンター等の他用途やワンルームマンションに計画変更されたものなども

ある。 
 
４． 今後の公共公益施設の整備計画 
     平成１６年１月の条例施行後は、条例の目的でもある公共公益施設の整備状況との調整

を図る中で、事業者も慎重な姿勢を見せた。しかし、都市部のマンション需要は依然好調

であり、都心に近い工場や倉庫の跡地開発などにおける超高層、超大型物件の人気が続い

ている現状の中、本条例は４年間の時限立法として制定されたものであり、条例が執行さ

れた後についても、乱開発を防ぎ良好な住環境の形成を図るため、公共公益施設の整備状

況との調整及びその手続き方法について検討する必要がある。 
  

平成１９年１２月 
   「マンション建設計画の調整に関する条例」が失効し、受入困難地区の指定制度を廃止する。 
     
 



５． 現在の条例   
平成２０年 ４月 

   「マンション建設計画の事前届出等に関する条例」、「マンション等の建設に関する条例」を

施行する。 
 
＊  「マンション建設計画の事前届出等に関する条例」の対象となる計画の場合、「マンション              

等の建設に関する条例」の事前協議届の提出前に届出をする必要がある。 
 

６． 「マンション建設計画の事前届出等に関する条例」 
   ○地上３階以上かつ世帯用住戸（ベランダ、バルコニー、パイプスペース、メーターボック

スの面積を除く専用面積が４０㎡以上の住戸）を２０戸以上含むマンション又はワンルーム

マンションの建設を計画している場合（面積の算定は壁芯とする） 
（条例の目的） 
   事業者が土地取引等の前に建設事業に関する事項を区に届け出ることで、マンション建設

と公共公益施設（学校、保育園、学童クラブ）の整備状況との調整を図り、良好な住環境の

形成及び区民福祉に寄与する。 
 

７．「マンション等の建設に関する条例」 
   ○地上３階以上かつ住戸１５戸以上のマンション、地上３階以上かつ敷地面積１、０００㎡

以上かつ延べ床面積３、０００㎡以上の業務用建築物（オフィスビル） 
 （条例の目的） 
    マンション、ワンルームマンション、業務用建築物の建設に関し基本的事項を定めること

で、事業者と区が協議して、良好な住宅及び住環境並びに、市街地環境の形成を促進し、も

って安全で快適なまちづくりの促進に寄与する。 
 
 （所 感） 
    現在、流山市はエクスプレス沿線整備事業により、急激に人口が増加しています。特にお

おたかの森地区ではマンションが急増し、児童生徒の人口急増により教育環境の問題、行政

需要急変にともない発生する問題点が発生していると考えます。江東区の開発条例である①

マンション等の建設に関する条例について②マンション建設計画の事前届出等に関する条

例については、今後、流山市においてもマンション建設と公共公益施設の（学校、保育園、

学童クラブ）の整備状況との調整を図り、良好な住環境の形成及び市民福祉のバランスを整

えていかなければならず多いに参考にすべきと思われます。江東区ではマンション等共同住

宅に住む世帯割合は８４．４５％と高く、流山市との住環境の違いはありますが、住環境整

備の観点から、流政会では流山市に生かすべく研究・検証を行ってまいります。 


